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　　Ｉ　はじめに一公共経費の性格と背景および本稿のテーマー
　I -1　公共経費の性格と背景
　財政的側面から見ると，近代国家はその運営のための経済的基礎を，主
として租税収入に求めざるをえない，いわゆる租税国家Steuerstaatであ
る。ここでは，国民が共同で（主として祖税をもって）負担する限り，公共権
力体（政府）が国民共通の利益のために，サービス（公共活動）をおこなう。
これが近代国家の（いわゆるデモクラシー的）財政運営の基本原則である。
そして，このような公共活動をおこなうために必要とされる，公共権力体
（政府）の貨幣支出額が，すなわち，公共経費なのである。
　したがって，公共経費の項目は，中央政府であれ，地方政府であれ，政
府がそのときどきに，国民全体のために担うべき多様な任務を，項目的に
示すものである。そしてその公共経費額の大小は，それぞれの項目の任務
遂行の重要さの程度を，おおまかに反映するものである。同時に公共経費
自体は，それぞれの任務遂行を確実なものにするための，不可欠な経済的
基礎を提供するものでもあるのだ。
　しかし一方，経費が国民の負担において（国民のために）支出されるもの
である限り，経費はつねに国民の負担という反面との関連で，想起さるべ
き事柄となる。
　かくして，公共権力体（政府）の経費の規模や構成などは，主として次の
二つの要素によって，規定されることになるであろう。
　その第１は，納税者としての個々人が，自分の負担で，何を，どれだけ
公共権力体（政府）からサービスしてもらいたい，と考えるかという主観
的判断（価値評価）である。そしてその判断は，究極的には,公共権力体（政
府）の本質や任務などについての，納税者個々人の考え方を基礎とするも
のであった。
　その第２は，社会・経済体制としての資本主義の現実的発展にともなっ
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て，社会的，経済的に困難な問題が次々に出現する，という事実的状態で
ある。これら困難の多くは，私個人の独力によってとか，ないしは体制自
体内部の自然的趨勢によるのみでは，解決のむつかしい問題と考えられる。
したがって，現実的には，その体制自体を支えるべき任務をもつはずの公
共権力体（政府）が，おのずからそのときどきに解決に乗りださざるをえ
ない問題，と考えられたのである。
　主として以上の二要因によって，そのときどきの公共権力体の公共サー
ビスの，量や種類が規定されることになった。
　そして，これら公共サービスの量や種類は，時代とともに変化してきた
のである。結論を先取りしていうならば，これらはますます多面的なもの
となり，一層重要な意味をもたざるをえなくなった。したがって，公共経
費の額や構成も，同じく増大，多面化への推移をたどらざるをえなかった
のだ。
　I-2　財政学と経費論
　　財政学の長い歴史は，財政学に取って代わろうとする新しい学問への試みを，
　折にふれてうみだしてきた。これについては財政社会学，フィスカル・ポリシー
　論，公共経済学，といった近時のスローガンを想起するだけで，充分納得がゆく
　ことであろう。
　　これらの試みはもちろん，伝統的財政学の方法や内容が，変化した時代の財政
　的問題の解明ないし解決に，対応しきれなくなった所から，主として生じたもの
　である。
　そもそも，財政学自体には，すでに二世紀以上も前から，たとえおおま
かなものであるとはいえ，章編別構成や論述の順次や内容にまで，伝統的
な，ある程度の固定枠が（財政学の概論書に）できあがってしまっている，
といった硬直化した側面も見られる。
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　ただし，公共経費について論ずべき箇所のみは，その固定枠化の際立っ
た例外であったといってよい。すなわち。
　一方の極には, Finanzen (財政）を対象とする独立の学問としての財政
学体系の，首尾一貫性の視点から，公共経費の議論を財政学体系からは追
放すべしと主張する学者も，18世紀後半の後期官房学者以来1）,数多く存在
した。たとえば，その学説が明治前期の日本にさかんに輸入された，19世
紀後半のフランスの有名な経済学者,ルロワ・ボリューPaul Leroy-Beau-
lieu,1842-1912の見解がこれである2）。
　彼は，財政学の任務を建築家の仕事にたとえたことで有名である。建築
家は，家の大きさなどについて批判してはならない。これらについての決
定は，注文主に属する事項である，と彼は考えたのである。これと同様
に，公共サービスの種類や内容，したがって，そのために必要とされる経
費の種類や額などについての決定は，財政学ではなく，国家学，政治学，
行政学など，別の学問領域に属するテーマである，と彼は考える。財政学
においては，原理的には，経費についてはこれをあたえられたものと前提
し，その充当側面（公共取入側面）についてのみ検討すればよい，としたわ
けである3）。
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　他方の極にある学説では，「公共経費は財政学の枠内で詳細に研究され
る。それも単に経費の財政的側面が研究されるだけではない。とりわけ，
〔公共経費を経済的基礎にして遂行される，公共活動の種類や活動様式な
ど，公共活動の内容にまで立ち入って〕，経費の有用性と正当性，その必然
性と合目的性に関しても，研究されている」( Bruno Moll, Probleme der
Finanzwissenschaft, Leipzig 1924, S. 24f.)。
　　後述するヴィクセルの財政理論は，その典型的一例であろう。彼も同じく財政
　理論体系の首尾一貫性を重視する。そして
　　　総歳入額（総租税額）とその構成
　　　総公共経費額とその構成
　両部門の財政政策的（同時）決定の理論を展開した。もって，経費論を財政理論
　体系に，いわば全面的にとり入れることを可能にしたのである。そのさいヴィク
　セルは，両部門の，個々人の給付対反対給付の主観的限界価値の均等の，議会政
　治体制下での実現の独特のあり方を，その構想の基盤としたのであった。
　　財政学体系の首尾一貫性の保持には，それほど考慮が払われてはいないが，経
　済学史上非常に著名な，この傾向のものの例がある。すなわち，
　古典派経済学の始祖であり，経済学の父ともいわれる，アダム・スミス
Adam Smith, 1723-1790の著作『国富論』1776年がその代表例である。
　財政の論述にあてられているスミス『国富論』の第５編は，その第１章
で，公共経費について論ぜられている。たとえば，公共経費を構成する「公
共土木事業と公共施設の経費」の内，「青少年の教育のための諸施設の経
費」（第１章，第３節，第２項）を見よう。これに関連して，スミスが大学教
師への俸給のあり方と，大学教育の成果との関係にまで，微に入りきわめ
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て特異な議論を展開していることは，よく知られている所である1）。
　両極端の中間では，多数の財政学概論書が，実にさまざまな色合いや濃
淡をもって経費論を展開している。
　I-3　本稿のテーマの限定
　いずれにしても一われわれは，いま述べた公共経費の性格やその背景，
さらには今日における公共活動のもつ重要性，したがって公共経費のそれ
に，思いを致さなければならない。それゆえ，統一的制度機構としての財
政，そして，それがもつ機能の社会的・経済的関連性。その双方を，バラ
ンスよく取り扱うべしという財政学の体系的一貫性をも，充分顧慮せねば
ならないとしても，なお次の二つの事項だけは，財政学の名において最少
限論ずべき，経費論のテーマたらざるをえないであろう。すなわち，
　1.経費の数量および構成ないし機能の歴史的推移と現状，その理論と
　　　現実
　2.経費の分類と分析，その理論と実際
がこれである。
　　n　経費の数量および構成ないし機能の歴史的推移と現状，そ
　　　　の理論と現実（テーマ　1）
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　経費の数量および構成ないし機能の歴史的推移についての考察をはじめ
よう。
　この考察を経費の経済的側面に即していうならば，次のように表現する
こともできるであろう。すなわち，それぞれの時期の国民経済のうみだし
た総生産物の内，どれだけのものを，公共権力体（政府）が公的欲求の充足
（国民全体のための公共サービス）のために徴発し使用するのか。また，どれ
だけのものを，民間使用のために個々の国民に残しておくのか。これらに
ついての基本的な考え方の種々相と具体的事実とを，これは，ときを追っ
て見てゆくことにもなる。いねば，これは一つの核心的なテーマに即し
て，財政の学問と財政の現実との歴史的推移を展望することでもあるのだ。
　卜1「安あがりの政府」論と経費の現実
　　〔重商主義の終焉〕
　西欧先進諸国での重商主義的政策の支配が漸く終りを告げようとしてい
た，18世紀後半から筆を起そう。
　ちなみに，重商主義的政策とは，近世初頭から18世紀後半にかけての西
欧で，近代的統一（国民）国家と近代資本主義的経済体制との成立を目ざ
す，為政者主導による富国強兵的・殖産興業的諸政策の総称である。
　したがって，公共経費の側面から見れば，重商主義の時代は，為政者の
利害を中心に据えた，国民連帯的，福祉国家的な「大きな政府」が公共権
力に要請された時代であった。
　そして，重商主義政策の終りの時期は，すなわち，西欧における自由放
任的高度資本主義時代の幕開けの時代でもあったのだ。
　　〔「安あがりの政府」論の構想と背景］
　　「夜警国家」と「安あがりの政府」（チープ・ガバメント）。この二つの言葉
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は，自由放任的資本主義体制下での国家の任務，および国家財政のあり方
を象徴するスローガンとして，後世しばしばロにされる。そして，このイ
デオロギーを明確に打ちだし，かつ普及させた最重要の人物こそが，他な
らぬアダム・スミスであり，次いでスミスに追随する古典派経済学者たち
であったのだ。
　いま，この間の事情を，主としてスミス『国富論』1776年に即して説明
してみよう。
　スミスは，個人が全く自分自身の打算と責任とで，完全に自由に競い
合って経済活動かおこなわれる姿を想定する。この場合，一見すると一国
の経済全体にとっては，混乱と無秩序とが支配してしまうように思われが
ちである。
　しかし，スミスによれば決してそうはならない。むしろ完全なる自由競
争的経済下で，はじめて，一国の経済全体の完全な調和と，最高の生産性
（効率）とが，保証される経済状態が実現されるのだ。スミスはこの状態
を，経済の「自然秩序」（「自然的自由の体系」）と呼んだのである。
　では，どうしてこの場合に限って，経済の「自然秩序」が実現されるの
であろうか。スミスはこれを，神の「見えざる手というもの」（an invisible
hand　前掲『国富論』第４編，第２章，キャナン版, 421ページ。大内・松川訳，
679ページ）に導かれてそうなるのだ，と形而上学的に簡単に理由づけてい
る。
　ただし，スミスによれば，「だが，この自然的自由の体系は，主権者
princeを必要とする」(Richard A. Musgrave,1910-　，A Brief History of
Fiscal Doctrin, in : Handbook of Public Economics, vol.1, ed. by Alan Ｊ.
Auerbach and Martin Feldstein,Amsterdam, New York and Oxford, 1985, p.3.)。
すなわち，この個々人の完全な自由競争の実現を保証すべき，市民的社会
・経済体制の存立と存続のためには，主権者の存在と若干のその後見的公
共活動とが不可欠の大前提だ，というわけである。
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　とはいえ，国民経済的側面から考察すると，主権者の存在自体の維持と
その若干の公共活動（したがって，そのために必要とされる経費支出）とは，結
局，一国の経済全体の完全な調和と最高の能率とを（国民経済の「自然秩序」
の実現を），その経費分だけ妨げるものでもある，とスミスによって観念さ
れた。
　かくして，スミスにとっては，主権者の存在とその若干の後見的公共活
動とは，一国の社会経済の存立にとっては必要かつ有用ではある。しかし
国民経済的には，あくまで不生産的であるのだ。それゆえ，主権者の後見
的公共活動は，上述したわずかな公共活動以上でも，またそれ以下であっ
てもならない。
　スミスの考える国家の，国民経済にたいするかかる後見的役割の性格は，
あたかも，われわれが日頃夜枕を高くして休むことができるように，「火
の番」，「夜回り」の役を，特定の人々に依頼するのに似ているわけである。
スミスの国家の任務観が，後世「夜警国家」観(Ferdinand Lassalle, 1825一
1964, Das Arbeiterprogramm, 1863, in : Ferdinand Lassalle, Gesammelte Reden
und Schriften,hrsg. V.E. Bernstein, Band I, Berlin 1919, S.195 f.）といわれるゆ
えんである。また，国家活動のための公共経費支出も，国民経済的には有
用ではあるが不生産的である。　したがって公共経費支出の大きさ，換言す
れば財政規模は，小さいほど国民経済的生産性にとって有利，ということ
になる。財政政策的には，スミスはいわゆる「安あがりの政府」を要請す
るわけである。
　一般的表現を使うとしよう。これらの要請は，自由放任的高度資本主義
段階における，個人主義と経済的合理主義にもとづく，「法治国家」-こ
こでは「法治国家」の概念は，法学で通常使われるような意味においてで
はなく，すぐ明らかにするような，特定の意味合いで使用することにする
ｰと「小さな効率的政府」の要請であったのだ。
　　「法治国家」における「小さな政府」観にもとづく，スミスの経費論
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を，やや具体的に考察してみよう。
　主権者の維持と，上述したごくわずかな種類の，主権者の後見的活動と
は，国民各自が自己の利害の観点から，自分たちが共同で租税負担しても
なお，公共によって供給されることを望むはずのものであった。
　経済的に見るならば，これらのものは，まず第１に，財ないしサービス
自体のもつ性質上，その供給が公共を通じて一括してなさるべきである，
と考えられるものである。
　スミスの「法治国家」は，まず，主権者の存在の維持と，その政府の最
少限の法治的活動である，国防，司法，警察といった，国家の独立と秩序
維持のためのサービスのみをおこなう，という意味での「法治国家」なの
である。
　経済的に見ると，これらの活動は一括した形で，国民全般に向けて供給
されるものである。それゆえ，国民の一人にこれを供給すると，他の人へ
の供給分か減少してしまうわけでもない（消費の非競合性）。また，市場の
商品のように，代価を支払った人に限って供給できるものでもない（排除
原則の適用不可能性）。
　次いで，スミスの「法治国家」は，ごく限られた公共事業をおこなう。
スミスの論法から推すと，公共事業の範囲を限定する条件には，次の二つ
のものが考えられよう。
　1.事業自体が非常に公益性の高いものであり，かつこれを私個人の活
動に委ねてしまうと，私個人の私益追求によって，その公益性が極端に損
なわれるおそれのある場合に，その公益性を守るための事業に限られる。
　2.公益的施設であって，これをつくりだすのに私個人の能力をこえる
巨額な資金と，完成までに長年月を要する場合。あるいは，たとえ私個人
がそれをつくりだせるとしても，彼がその資金の，利益をともなう元本回
収のための，利用者への反対給付を要請すべき適切な方途が，見いだせな
いようなケース。
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　上述した所から推察しうるように，スミスの「法治国家」では，元首
費，国防費，司法費，次いで僅少の公共事業費のみが，「小さな効率的政
府」の主要経費種類であったのだ1）。
　　〔自由資本主義下の経費の現実〕
　さて，「安あがりの政府」は単に時代の要請ないし，時代の財政政策的ス
ローガンにとどまらなかった。時代の財政的現実でもあったのだ。
　自由資本主義が相対的に最も純粋に実現されたと考えられる，当時の最
先進国イギリスを例にとろう。
　次の二つの表から容易に推察されるように，イギリスにおいても19世
紀を通じて，物価の漸次的低落（｛一近くに低落｝にもかかわらず，経費の名
　　　　　　　　　　　　　　　　目額は徐々に増大（３倍弱）してはい
　イギリスにおける経費　Ｏ）
　　　　　　　（単位:千ポンド）　　　る。　したがって，この点のみから見る
と，経費の実質額は１世紀の間に数倍
にも膨脹した，と考えてよいかも知れ
ない。　しかし同じ期間に，人口も３倍
近くに増加し，国民所得にいたって
は，実に６倍近くにまで増大している。
　それゆえ，経費支出の相対的重み
は，19世紀を通じてほぼかなり低い所
にとどまっていた，といってよいであろう。したがって19世紀のイギリス
は，一応「安あがりの政府」が実現していた時代である，と考えてもよい
のではなかろうか2）。
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イギリスにおける経費（Ｕ）
　卜2　ヮーグナーの「経費膨脹の法則」と当時における経費の趨勢
　　〔「経費膨脹の法則」登場の背景〕
　生産の面で，量質ともに大きな成功を収めつつあった西欧自由資本主義
は，にもかかわらず，19世紀を経過する内に，対内，対外の二つの方向で
大きな社会的・経済的問題をかかえることになった。
　すなわち，対内的には，生産の躍進にもかかわらず，それが生産に直接
関与している多数の人々，とくに労働者大衆の，社会的・経済的境遇の改
善につながってこない，という問題が深刻化してきた。換言すれば，分配
の側面においては，自由放任的資本主義体制は，何らかの形で改善さるべ
き必要が，痛感されるにいたったのである。
　また，対外的には，自由放任的資本主義体制の維持ないしは一層の発展
のために，植民地の獲得や資本の輸出など，帝国主義的政策の採用の必要
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が，先進資本主義国に漸次増大してきた。
　かくして19世紀も後半に入ると，労働者大衆の境遇改善のための諸掛
置，とりわけ，自由資本主義的生産の成果の，分配段階での所得再分配的
社会政策の遂行や，帝国主義的政策の採用が，西欧先進諸国の政府にとっ
て切迫した問題となってきたのである。
　最も典型的な自由放任的高度資本主義の祖国イギリスでさえ，19世紀後
半には，政府は公衆のための初等教育の義務化（1870年）や，下水，清掃
といった，公衆保健施設のための予算措置に，ふみださざるをえなくなっ
た（1875年に公衆保健法成立）。祖税収入の面でも，19世紀末には，社会政策
的役割をも担う累進原則が，まず相続税に，次いで所得税にも導入される
ことになった。
　U.K.ヒックスの言葉を借りるならば，19世紀後半のイギリスでは，「国
家は第一義的に社会と経済発達のための機関となるべく，第一歩を踏み出
したのであ」(Ursula Ｋ. Hicks, British Public Finances, their Structure and
Development,1880-1952, Oxford University Press, 1954, p.25.遠藤湘吉・長谷田
彰彦訳・ヒックス『イギリス財政史』東洋経済新報社，昭和36年，23ページ）る。
　政府の活動は有用ではあるが，あくまで不生産的なものである，という
自由放任的資本主義下での，「小さな効率的政府」観は，イギリスにおいて
さえ，もはや時代の問題解決には，必ずしも最も適合的である，とはいえ
なくなりつつあった。
　元来，自由資本主義の伝統をあまり強くはもたなかったドイツにおい
て，19世紀後半の西欧社会の，かかる時代的任務を担って登場した経費学
説が，すなわち，アードルフ・ワーグナーAdolph Wagner, 1835-1917の
「経費膨脹の法則J das Gesetz der wachsenden Ausdehnung des Finanz-
bedarfsであった。
　　〔「経費膨脹の法則」の構想と概要〕
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　ワーグナーによれば，近代国家はその本質において文化国家たるべきで
ある。すなわち，近代国家は，スミス流の「夜警国家」観にもとづく，（国
家の独立と社会秩序の維持といった）法目的，権力目的のみを追求する，いわ
ゆる「法治国家」であるだけでは不充分である。国民全体のための文化的
・福祉厚生的目的を追求することをも，近代国家の本来的任務とすべきで
ある，と彼は考えた。いねば彼は，近代国家をもって本質的に文化国家た
るべしとし，もってそれが，本質的に国民連帯的な福祉国家たるべきこと
を観念したのである。
　その結果，近代国家においては，その本質からしてなすべき政府活動の
種類は，スミスのケースよりも必然的に増加し，その活動領域も広くなら
ざるをえない。
　しかも，近代国家では，その目的追求にあたり，政府活動の様式は，い
わば悪い事態が生じてから，これを制圧する形（制圧原理Repressivprincip)
をとるべきではない。これを未然に防ぐべく，（予防原理Praventivprincipに
もとづき），日々キメこまかい，量質ともに充分な公共活動を続けることを
主流とすべきである，とワーグナーは考えた。
　かくして，ワーグナーによれば，近代国家においては，その本質からし
て政府活動は，必然的にエクステンシブにも，また，インテンシブにも増
大し上昇することにならざるをえない。しかも彼は，近代国家における，
その本質から必然的に帰結さるべき政府活動の増大は，同時に近代西欧諸
国の歴史的現実（傾向）でもある，と主張している。これがワーグナーの
「国家活動増大の法則J das Gesetz der wachsenden Ausdehnung der
offentlichen,bez. der Staatsthatigkeitenといわれるものである。
　さて，量質ともなる政府活動の増大ないし上昇は，量的にも質的にも，
一層充実した公共施設（物的側面）と，組織化され訓練された，専門化され
た職業的（有給）公務員の活動（人的側面）とを，ますます大量に必要とし
よう。　しかも近代国家は，財政的には無産国家，それゆえ租税国家たらざ
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るをえない。　したがって，これらのものの創設と維持とを考えたとき，財
政的側面から見れば，「国家活動増大の法則」は，まさに「経費膨脹の法
則」となる。かくしてこの法則もまた，近代国家の本質から導きださるべ
きものであると同時に，歴史的考察からの帰結でもある，とワーグナーは
結論づけたのである。
　以上が，ときとして「ワーグナー法則」とも呼ばれ，彼の名を財政学史
上不朽のものたらしめている，ヮーグナーの「経費膨脹の法則」の，ヮー
グナーの原典にもとづく，その趣旨のあらましである1）。
　19世紀の後半，くわしくは1860年代の前半に提唱されるようになった，
ヮーグナーの「経費膨脹の法則」にたいしては，さまざまに批判すること
ができるであろう2）。
　試みにその2，3をあげておこう。
　1.いかなる客観的指標をもって，経費の膨脹傾向を測るべきかについ
て，ワーグナー自身はとくに明示してはいない。ただし，これを総経費／
国民総生産（％）の数値の年々の漸次的上昇，と解しても大過なさそうで
ある。
　2.ワーグナーのいう「法則」の性格がはっきりしない。彼の「法則」
概念には，近代国家のあるべき本質論からでてくる理念的要請と，西欧先
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進諸国の歴史に見られる現実的傾向とが，混在しているのである。
　3.しかしながら，「ワーグナー法則」について批判すべき最重要なも
のは，次の点にあると私には思われる。すなわち，経費膨脹の最深奥なる
根拠は，資本主義的社会・経済体制の発展にともなって生ずる，困難な問
題の性格の変化と，それに対処すべき国家の任務の必然的変化（重要化）と
いう形で，把握さるべきではなかろうか，という点である。換言しよう。
●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●資本主義的発展の体制的問題にかかわらしめることによって，はじめて
「ワーグナー法則」は，完全に理解されうるのではなかろうか。
　生産の側面ないし段階では，輝かしい発展をとげた自由放任的資本主義
体制は，19世紀後半にいたるや，次の二つの政策の採用を不可避とさせる
所にまできていた。すなわち，輝かしい資本主義的生産の成果の，分配の
局面ないし段階での，政府の社会政策的な是正措置と，対外的帝国主義政
策の採用がこれである。この不可避性にこそ，「ワーグナー法則」定立の最
深奥な根拠を求めるべきではなかろうか。
　ともかく，ワーグナーの「経費膨脹の法則」は，国民連帯的福祉国家観
に基礎をおく。そして，この基本観念に支えられて，資本主義の発展にと
もなう，新たな社会的・経済的困難を解決すべく，「大きな政府」的財政政
策への方向転換の正当性と必然性とを，力強く印象づけたものであった。
そして時代は，ワーグナーに当面，国家は自由資本主義時代よりも，はる
かに多額の軍備費や植民地経営費，およびとくに社会政策的経費を必要と
しており，かつ，そうすることが望ましい，といわせたのである。
　　〔「経費膨脹の法則」と当面の経費の趨勢〕
　　「ワーグナー法則」提唱の19世紀後半の時代から，第１次世界大戦頃に
いたるおよそ半世紀の間の，西欧先進諸国における経費の現実的趨勢は，
おおむね「ヮーグナー法則」と同じ傾向のものであった，と考えてよい。
この趨勢については，おおよそ以下のように総括しても大過ないものと思
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われる。すなわち，
　1.この時代の経費の様相は，非常に明瞭な形での経費の永続的膨脹
（総経費／国民総生産（％）の数値の不断の上昇）傾向がみとめられた，という
ほどのものではなかった。しかし一応，少なくとも，「……各国に国家入
用の強度の膨脹が生じ，……これが永続的現象であることも実証される」
(Friedrich Zahn, Die Finanzen der GroBmachte, Berlin 1908, S.14.),といった程
度のものではあったのである。
　2.公共教育的経費，次いでその他の社会政策的経費の比重が，漸次増
大してきた。ちなみにドイッやイギリスでは，「経済的・社会的目的の経
費を合算すると，これはすでに第１次大戦以前に，軍事的・行政的目的の
経費より，優位に立っていたのである」(Jurgen Kohl, Staatsausgaben in
Westeuropa, Frankfurt und New York 1985, S. 228.)。
　卜3「ワーグナー法則」の20世紀
　　〔「ワーグナー法則」の意義〕
　ワーグナーの「経費膨脹の法則」は，一見きわめて平凡な法則のように
見える。しかしながら，これは次のような歴史的趨勢を直観的に把握した
上での，すぐれた「法則」であったのだ。すなわち，この歴史的趨勢と
は，社会・経済体制としての資本主義の発展にともない，国家のいわゆる
社会政策的役割の現実的重要性が認識されはじめたこと。それにともな
い，現実の国家が，自由主義的・個人主義的「法治国家」の「安あがりの
政府」から，国民連帯的福祉国家の「大きな政府」へと，一大転換せざる
をえなくなったという歴史的趨勢が，これである。
　だからこそ，「ワーグナー法則」は，それがはじめて提唱された19世紀
後半の時期から，およそ半世紀の間は，最もよく時代の経費趨勢を把握し
うる，経費論の代表的構想だりえたのだ。
　　　　　　　　　　　　　　－172（17）－
　　「経費膨脹の法則」の意義は以上にとどまらない。　ワーグナーは経費の
膨脹を論ずるにあたり，内容的に見て，考えうるかなり多くの膨脹要因を，
網羅的に取り込んで示してもいる。「ワーグナー法則」のもつ，このような
包括性は，ワーグナーの期待どおり，この法則を近代全般に通ずるはずの
法則，したがって20世紀全般にも妥当するはずの法則，たらしめているか
のようである。
　それ以前の半世紀と同じく，第１次大戦後から20世紀全般に亘っての，
経費の趨勢論や現実の経費趨勢もまた，少なくとも何らかの形で，この
「ワーグナー法則」と関連させつつ展開され，また把握されてきたと考え
てよい。
　　〔「ワーグナー法則」修正への試みとその背景〕
　　「ワーグナー法則」のもつ包括性は，同時にその漠然性をも意味するも
のでもあった。
　それまで財政学界で，ほぼ無批判的に受け容れられてきた「経費膨脹の
法則」は，1930年代頃から，おおよそ二つの方向で，「法則」の部分的修正
ないし精密化が，はかられることになった。
　第１の方向は，「ワーグナー法則」をもって，総経費／国民総生産（％）
の数値の漸次的・長期的上昇趨勢，ないしは同じことだが，経済成長率よ
りもヨリ高い率での経費膨脹の長期的維持，と解釈するものである。
　　「法則」のこのような定式化によって，「ワーグナー法則」は，ワーグ
ナー自身が与えた意味内容とは，若干異なった存在とはなるであろう。し
かしながら同時に，これは「ワーグナー法則」の名を，20世紀全般にも通
ずる法則として，生き残らせることにもなったのだ。
　第２の方向は,経費膨脹の諸要因の内,支配的だと思われる要因を核に，
理論を再構成することによって，「ワーグナー法則」の部分的修正と精密
化を，はかろうとするものである。これによって，「ワーグナー法則」自体
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を生き残らせようと試みるわけである。この種のいくつかの試みの内，最
も教科書的な例としてあげられるのは，Ａ.ブレヒトArnold Brecht の「国
家経費と人口稠密化との累進的平行性の法則」1932年であろう。しかし，
ここではその内容紹介については，これを省くことにしたい1）。
　さて，20世紀に入ると，支配的経費膨脹要因として，この世紀の経費動
向を左右するほどのものが2，3加わることになった。
　その第１は，第１次・第２次大戦関連の経費である。その巨額さは，19
世紀（またはそれ以前）には，夢想だにできなかったほどの大きさのもの，
であったのだ。
　その第２は，1920年代末から30年代はじめにかけての，世界的大不況の
克服を，先進諸国では，政府の任務とせざるをえなくなった所からはじま
る，経費の膨脹である。
　先進諸国の政府は，当面の不況克服やこれに起因する社会的・経済的困
難の解決を，結果的には，主として一国の総需要の増大政策に求める形を
とることになった。公共投資需要の大幅な増大や，補助金や扶前金の思い
切った増額，といった方向に求めたのである。
　これらの措置のもつ意味には重大なものがある。すなわち，政府はいま
や，自由資本主義的経済活動の結果にたいする修正ともいいうる，分配へ
の社会政策的是正の役割のみに，とどまりえなくなった。政府は資本主義
体制自体の内部（すなわち，生産の基本構造）にまで立ち入って，これを維持
せざるをえなくなった。換言すれば,国家は生産から分配,消費までの，一
国の経済の全過程に立ち入って，財政をとおして，社会・経済体制として
の資本主義の維持，安定および発展を，支えなければならなくなったのだ。
　ケインズ経済学にもとづくフィスカル・ポリシー論や，一国の総需要管
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理政策としてのフィスカル・ポリシーが，西欧先進諸国に展開されはじめ
たのである。これはある意味では，ワーグナーが前世紀後半に明確に方向
づけた，福祉国家論的「大きな政府」論の一層の前進であり，その徹底化
ないし全面化への道でもあった。またこれは，現実的にも，社会政策的・
経済政策的経費の比重の格段の増大，という経費構造の変化をともないつ
つ，経費膨脹趨勢の加速を促すはずのものでもあった。
　〔「ワーグナー法則」の現代的再生－ピーコック＝ヮイズマンの試みｰ〕
　以上のような諸事項をふまえて，経費膨脹傾向の実証と「ワーグナー法
則」の全面的批判の上に，「ヮーグナー法則」の現代的再生を試みる者が登
場した。すなわち，ピーコックAlan Ｔ. Peacock,1922-とヮイズマン
Jack Wiseman, 1919-1991である。
　かれらの著作『連合王国における経費膨脹』1961年The Growth of
Public　Expenditures　in　the　United　Kingdom, Princeton　University
Press,1961｡によると，イギリスにおいては1890年以降，著作公刊の数年
前である1955年までの２世代あまりに亘り，継続的な経費膨脹の傾向が見
られた，という。
　しかし，この期間の経費膨脹傾向のあり方には，一つの際立った特徴が
みとめられる。すなわち，経費は第１次大戦と第２次大戦で飛躍的に増大
した。そして，それぞれの戦後期には，それはもはや当該戦前期の経費水
準にもどることはなかったのである。しかも，かかる特徴は，同じ時期の
諸列強の経費増大傾向にも，ほぼあてはまるものである，とかれらはいう
（前掲書, 25―26ページ）。
　かくてかれらは，経費膨脹の最大の契機となり，かつ最大の推進力とも
なったものは，大がかりな社会動乱，とりわけ戦争である，と一般化した。
そして，経費の膨脹傾向，すなわち，総経費／国民総生産（％）の比率上昇
は，「ワーグナー法則」からごく自然に想定されるような，なだらかな上昇
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カーブをえがくのではない。戦争を契機とした階段状の比率上昇，すなわ
ち，戦争を契機に，新たにョリ高い経費水準が形成される。そして，それ
ぞれの戦後の平和期の経費水準は，もはや戦前の平和期の経費水準にはも
どらないし，また，もどりえない，というわけである。かれらは，経費膨
脹のあり方を特徴づける，このような新しいョリ高い経費水準の形成を，
転位効果displacement effect の名のもとに定式化した。
　かくして，かれらにとっては，転位効果の必然性を論証することが，す
なわち，「経費膨脹の法則」を立証することになる。具体的にいおう。戦後
の平和期には，戦時中のような巨額な戦費支出はなくなる。にもかかわら
ず，なぜ戦前よりョリ高水準の経費のままに推移せざるをえないのか。こ
れを根拠づけることが，とりもなおさず，「ワーグナー法則」の正当性を示
すことになるわけである。
　かれらはいう。戦争のような困難な時期には，平時では容認できなかっ
たほどの高水準の祖税負担に，国民が耐え，かつこれに慣れるようになる。
これが戦後の平和期における経費の高水準の継続を，収入面から間接的に
支える要因となるのである，と。
　戦後の平和期における高経費水準の継続を，直接支えるものとしては，
まず，戦争に起因する繰延べ行政需要とか，軍人やその遺家族への手当
や，戦時国債の元利償還の必要などがあげられる。それだけではない。か
れらのいう点検効果inspection effectがある。たとえば，戦争のような大
動乱によって，国民の社会的意識に変化が生じ，これが，質量ともに従来
以上の公共の（教育，保健，その他の社会的）活動への要請を，追加的に増大
させることになる。政府の行政活動にたいする，国民の新しい社会意識に
もとづく，再点検の結果からの経費増大要請という意味で，かれらはこれ
を，点検効果と称したわけである。
　これらの効果との一応の関連をもって，地方政府とくらべての，とりわ
け中央政府の任務や行政活動の，ョリ大きな増大が帰結される場合が多い。
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かかる中央集権化過程concentrationprocessは，経費（行政活動）増大の
結果でもあり，また，その原因ともなって，高水準の経費支出の継続に根
拠をあたえるであろう，とかれらは考えているように思われる1）。
　　〔「ヮーグナー法則」と20世紀の経費の現実〕
　上述したピーコック＝ワイズマンの所論は，いわば「ヮーグナー法則」
の20世紀後半の世界での，現代的再生への試みであった。この立論にたい
してもまた，「ヮーグナー法則」にたいするのと同様，経費膨脹の社会・経
済体制的把握が不充分である，と批判できるであろう。さらには，かれら
が「ヮーグナー法則」を精密化し，ョリ厳密な論理構成をすればするほ
ど，本来の包括的な「ワーグナー法則」よりョリ一層，20世紀の経費膨脹
の現実とは，かけ離れてしまうおそれなしとはしない，といった批判もで
きよう。
　まず，列強の20世紀における総経費／国民総生産（％）の数値について
表示してみよう。
　次表からも推察できるように，第１次・第２次大戦を経験した時期以降
から，1960年代までの列強の経費趨勢は，おおむねピーコック＝ヮイズマ
ソの定式化のラインに沿うものではあった。しかしながら，1970年代に入
ると，戦後の平和期にもかかわらず，経費の新たな高水準へのシフトがは
じまり，1980年代半ば頃までこれが続いていた，ように思われる。そし
て1980年代後半に入り，経費水準の上昇は漸く落着き，ないしは下降の様
－167（22）－
20世紀における列強の総経費/ＧＮＰ比率
相さえも示すようになって，今日にいたっている。
　ついで，20世紀後半における列強の中央政府の経費構成について，共通
して注目すべき点を2，3あげておこう。
　1.ごく最近までの国防費の構成比は，アメリカとフランスが20％近
く，ドイッとイギリスが10％あまりを示している。日本のみは６％台であ
る1)。
－166（23）－
　2.社会政策的・教育的経費は，第２次大戦後も継続的に増大してきた。
その結果，近年にいたると，総経費の半分程度を，これらの種類の経費が
占めることも，稀ではなくなってきている。この比率上昇の，最近におけ
る主たる要因は，高齢者年金や健康保険サービス経費の著しい増大である。
これに反し，教育・住宅サービス経費の方には，目立つほどの増加傾向は
見られないようである。
　3.義務的・移転的経費である国債費の構成割合が，近年非常に高いも
のとなってきた。国債利払費だけをとって見ても，最近では日本が16.4％
（1995年度），アメリカが15.9％（1996年度），フランスが14.1％（1995年
度），ドイツが1L5％（1995年度），イギリスのみが5.9％（1993年度），と
なっている。
　　〔「ヮーグナー法則」への反省〕
　さて，ピーコック＝ヮイズマンの所説が公表される1960年前後から，経
費の増大傾向そのものへの学問的批判が，他方では強くなってきた。
　これを財政・経済思想史的に結論づけてみよう。すなわち，これはヮー
グナー流財政学説からケインズ経済学的フィスカル・ポリシー論へと展開
される，国家活動増大への積極的承認への反論，ないし福祉国家観的「大
きな政府」論への，徹底的批判の形をとることにならざるをえない。
　またこれを，経済学史的系譜の面から総括してみよう。周知のように，
1.8世紀後半から約１世紀の間の世界の指導的経済・財政学説は，アダム・
スミス流の古典派的経済・財政理論であった。財政学的に見れば，この理
論はマクロ経済学的ではあるが，個人主義的・自由主義的法治国家観にも
とづく，「小さな効率的政府」学説であった。これを19世紀後半に，ミク
ロ経済学的ではあるが，同じくョリ徹底した個人主義的な法治国家観にも
とづく，「小さな政府」論たらざるをえなかった，主観価値論的限界効用学
派が受けついだ。いまここで述べようとする学説は，まさにその20世紀後
　　　　　　　　　　　　　　－165（24）－
半版ともいえるものである。
　かれらの思考過程をたどってみよう。
　経済合理的に考えると，経費の総額は，個々人について
　納税による個人効　　　経費支出による個人
　用喪失の限界価値
｝≦｛
効用獲得の限界価値
が妥当する範囲内でのみ決定されるはずである。
　このような形での，個々人それぞれにおける納税総額＝経費総額とい
う，租税頓と経費額との同時決定方式を，個々人の集合である国家にまで
拡大して適用する。すなわち，国民全体がそれぞれ上記の条件を充足する
限り，一国における租税総額と経費総額とが同時に決定されるのである。
このような思考をもとに，かれらは経費規模決定の理論を展開する。かく
して，かれらは必然的に徹底した個人主義的立場から，徹底した法治国家
論的「小さな効率的政府」を，主張せざるをえないことになったのである。
　ちなみに，このような思考プロセスは，すでにスウェーデンの経済学者
ヴィクセルKnut Wicksell, 1851-1926の，19世紀末の財政学的著作に見ら
れたところである(Finanztheoretische Untersuchungen, nebst Darstellung und
Kritik des Steuerwesens Schwedens, Jena 1896｡ 池田浩太郎・杉ノ原保夫・池田浩
史共訳・ヴィクセル『財政理論研究』千倉書房，平成７年。とくにその第２論考参
照）。
　かれらは，肥大しすぎた公共部門が，国民経済全体の活力を衰弱化（経
済効率を低下）させる点を反省する。さらにかれらは，尨大となった公共需
要のもつ，（失業者減少効果などへの）国民経済的有効性を疑問視，ないしは
限定されたケースのみに，その妥当性をみとめる。むしろかれらは，一般
的には高福祉高負担といったものの，経済活動への意欲などにたいする悪
作用に注目するのである。かくしてかれらは，むしろ自由放任的資本主義
部門の維持拡大による，国民経済活動の活性化を提唱することになった。
　かれらは，一方では，経費を，その支出による直接的経済成果との関連
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から考える。他方では，経費を，それを負担する納税者国民の利害との関
連から検討する。両者から帰結される所は，いずれも経費の膨脹傾向を何
らかの形で抑えること，の重要性や有効性を訴えることであった。
　現実の世界でも，1960年代まではフィスカル・ポリシー的経費膨脹政策
が，経済の安定成長に有効なものとして推進されてきた。しかし，第１次
・第２次オイル・（価格）ショックを経験する1970年代を通じて，漸次この
政策の有効性には疑問が生じてきた。その対策の結果としての経費増大，
財政赤字の累積にもかかわらず，失業とインフレ傾向の併存（スタグフレー
シヨン）を，克服することが困難となったからである。
　1980年代に入ると，現実政策の面でも，経済の安定（成長）のための財政
再建（健全化）の意味が，改めて見直されるようになった。列強の多くは，
現実の財政政策を，反「ワーグナー法則」的，「小さな効率的政府」的方向
に転換させてきたのである。　レーガノミックス（米），サッチャー主義
（英），コールの政策（独），中曽根民活（日），がその例である。
　これらの政策転換は，財政再建的意味では，1980年代後半には若干の成
果を収めたようにも見えた。
　ただし，ソ連，東欧の共産主義諸国の崩壊後の1990年代に入ると，この
方向転換の経済政策的有効性には,再び疑問が生ずるような現実的事態も，
発生しているようにも思われる。
　経済的側面で1990年代を特徴づける最重要なものは，国際協調の空前絶
後とも思えるほどの尊重である。そして，世界経済全体の安定成長の視点
からする，列強のわが国への内需拡大的財政政策の採用-「大きな政
府」的措置の採用-への圧力なども，その一例であった，と考えてよい
かも知れないであろう。
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